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人 事 委 規 則 

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 三 重 県 条 例 第 二 十 九 号 ） の 規 定 に 基 づ

き 、 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま

す 。  

  令 和 五 年 六 月 三 十 日  

                          三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男  

   三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

   附  則     附  則  

１ ～ ９  （ 略 ）  １ ～ ９  （ 略 ）  

（ 試 験 防 疫 業 務 手 当 の 特 例 ）  （ 試 験 防 疫 業 務 手 当 の 特 例 ）  

1
0  条 例 附 則 第 八 項 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 期 間 は 、

令 和 二 年 二 月 一 日 か ら 令 和 五 年 七 月 三 十 一 日 ま で と

す る 。  

1
0  条 例 附 則 第 八 項 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 期 間 は 、

令 和 二 年 二 月 一 日 か ら 当 分 の 間 と す る 。  

1
1
～ 1
5  （ 略 ）  1
1
～ 1
5  （ 略 ）  

   附  則  

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

病院事業庁管理規程 

 

三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公

布 し ま す 。  

  令 和 五 年 六 月 三 十 日  

三 重 県 病 院 事 業 庁 長   河   合   良   之    

三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規 程 第 六 号  

   三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 （ 平 成 十 一 年 三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規

程 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

附  則  附  則  

１ ～ ５  （ 略 ）  １ ～ ５  （ 略 ）  

 （ 医 療 業 務 等 接 触 手 当 の 特 例 ）  

 ６  第 十 六 条 に 定 め る も の の ほ か 、 病 院 事 業 職 員 が

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 （ 病 原 体 が ベ ー タ コ ロ

ナ ウ イ ル ス 属 の コ ロ ナ ウ イ ル ス （ 令 和 二 年 一 月 に 、

中 華 人 民 共 和 国 か ら 世 界 保 健 機 関 に 対 し て 、 人 に

伝 染 す る 能 力 を 有 す る こ と が 新 た に 報 告 さ れ た も

の に 限 る 。 ） で あ る も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ） に

対 処 す る た め 、 次 に 掲 げ る 業 務 に 従 事 し た と き は 、

医 療 業 務 等 接 触 手 当 を 支 給 す る 。 こ の 場 合 に お い

て 、 第 二 十 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 は 適 用 し な い 。  
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 一  新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 感 染 す る お そ れ

の あ る 区 域 と し て 管 理 者 が 認 め る も の （ 次 号 に

お い て 「 感 染 の お そ れ の あ る 区 域 」 と い う 。 ）

に お い て 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 患 者 又 は

そ の 疑 い の あ る 者 （ 次 項 に お い て 「 患 者 等 」 と

い う 。 ） に 接 し て 行 う 診 療 、 看 護 そ の 他 こ れ に

類 す る 業 務  

 二  感 染 の お そ れ の あ る 区 域 に お い て 新 型 コ ロ ナ

ウ イ ル ス 感 染 症 の 病 原 体 が 付 着 し た 物 件 又 は 付

着 し た お そ れ の あ る 物 件 の 処 理  

 三  前 二 号 に 掲 げ る 業 務 の ほ か 、 管 理 者 が こ れ ら

に 相 当 す る と 認 め る も の  

 ７  前 項 の 医 療 業 務 等 接 触 手 当 の 額 は 、 業 務 に 従 事

し た 日 一 日 に つ き 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 業 務 の 区 分

に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 額 と す る 。  

 一  患 者 等 の 身 体 に 接 触 し て 又 は 患 者 等 に 長 時 間

に わ た り 接 し て 行 う 業 務 そ の 他 管 理 者 が こ れ に

準 ず る と 認 め る 業 務  四 千 円  

 二  前 号 に 掲 げ る 業 務 以 外 の 業 務  三 千 円  

６ ～ 1
0  （ 略 ）  ８ ～ 1
2  （ 略 ）  

附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 八 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

告 示 

 

三重県告示第 415 号 

 三重県情報公開条例第 31 条第 1 項の知事が別に定めるもの（平成 14 年三重県告示第 181 号）の一部を次のよ

うに改正します。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

                             三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

 表中「公益財団法人三重北勢地域地場産業振興センター」を削り、「公益財団法人暴力追放三重県民センター」

の次に「公益社団法人みえ林業総合支援機構」を加える。 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

 

三重県告示第 416 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 50 条の 2 の規定により、次

のとおり指定介護機関から名称等の変更の届出がありました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 
事業（サービ

ス）の種類 
変更事項 

変更内容 変 更 

年月日 新 旧 

ココカラファイン薬

局小俣店 

伊勢市小俣

町元町 506 

居宅療養管

理指導 
名称 

ココカラファイン

薬局小俣店 

ジップドラッグ小

俣薬局 

令和 5 年 

3 月 1 日 

ココカラファイン薬

局小俣店 

伊勢市小俣

町元町 506 

介護予防居
宅療養管理
指導 

名称 
ココカラファイン

薬局小俣店 

ジップドラッグ小

俣薬局 

令和 5 年 

3 月 1 日 

ココカラファイン薬 伊勢市小俣 居宅療養管 所在地 伊勢市小俣町元町 伊勢市小俣町元町 令和 5 年 
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局小俣店 町元町 506 理指導 506 496 3 月 1 日 

ココカラファイン薬
局小俣店 

伊勢市小俣
町元町 506 

介護予防居

宅療養管理
指導 

所在地 
伊勢市小俣町元町
506 

伊勢市小俣町元町
496 

令和 5 年 
3 月 1 日 

みえ医療福祉生協 
つケアプランセンタ

ー 

津市寿町 16
番 24 号 

居宅介護支
援 

名称 
みえ医療福祉生協 
つケアプランセン

ター 

みえ医療福祉生協 
柳山ケアプランセ

ンター 

令和 5 年 
6 月 1 日 

みえ医療福祉生協 
つケアプランセンタ
ー 

津市寿町 16

番 24 号 

居宅介護支

援 
所在地 

津市寿町 16 番 24

号 

津市船頭町 3453

番地 

令和 5 年 

6 月 1 日 

訪問看護ステーショ
ンほたるいせ 

伊勢市小俣

町相合 1271
番地 1 

訪問看護 所在地 
伊勢市小俣町相合
1271 番地 1 

伊勢市小俣町湯田
794-10 

令和 4 年 
4 月 11 日 

訪問看護ステーショ
ンほたるいせ 

伊勢市小俣
町相合 1271

番地 1 

介護予防訪
問看護 

所在地 
伊勢市小俣町相合
1271 番地 1 

伊勢市小俣町湯田
794-10 

令和 4 年 
4 月 11 日 

 

三重県告示第 417 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 50 条の 2 の規定により、次

のとおり指定介護機関から当該事業の廃止の届出がありました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 事業（サービス）の種類 廃止年月日 

調剤薬局アカツカ 津市羽所町 345 居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

調剤薬局アカツカ 津市羽所町 345 介護予防居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

岡村歯科医院 伊勢市浦口 2 丁目 6-20 居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

岡村歯科医院 伊勢市浦口 2 丁目 6-20 介護予防居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

 

三重県告示第 418 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2（同法第 54 条の 2 第 5 項において準用する場合を含む。）の規定により、次のとおり指定介護機関から名称等の

変更の届出がありました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地  
事業（サービ
ス）の種類 

変更事項 
変更内容 変 更 

年月日 新 旧 

ココカラファイン薬
局小俣店 

伊勢市小俣
町元町 506 

居宅療養管
理指導 

名称 
ココカラファイン
薬局小俣店 

ジップドラッグ小
俣薬局 

令和 5 年 
3 月 1 日 

ココカラファイン薬
局小俣店 

伊勢市小俣
町元町 506 

介護予防居
宅療養管理

指導 

名称 
ココカラファイン
薬局小俣店 

ジップドラッグ小
俣薬局 

令和 5 年 
3 月 1 日 

ココカラファイン薬
局小俣店 

伊勢市小俣
町元町 506 

居宅療養管
理指導 

所在地 
伊勢市小俣町元町
506 

伊勢市小俣町元町
496 

令和 5 年 
3 月 1 日 

ココカラファイン薬
局小俣店 

伊勢市小俣
町元町 506 

介護予防居
宅療養管理

指導 

所在地 
伊勢市小俣町元町
506 

伊勢市小俣町元町
496 

令和 5 年 
3 月 1 日 

みえ医療福祉生協 
つケアプランセンタ
ー 

津市寿町 16

番 24 号 

居宅介護支

援 
名称 

みえ医療福祉生協 
つケアプランセン
ター 

みえ医療福祉生協 
柳山ケアプランセ
ンター 

令和 5 年 

6 月 1 日 

みえ医療福祉生協 

つケアプランセンタ
ー 

津市寿町 16
番 24 号 

居宅介護支
援 

所在地 
津市寿町 16 番 24
号 

津市船頭町 3453
番地 

令和 5 年 
6 月 1 日 

訪問看護ステーショ 伊勢市小俣 訪問看護 所在地 伊勢市小俣町相合 伊勢市小俣町湯田 令和 4 年 
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ンほたるいせ 町相合 1271

番地 1 

1271 番地 1 794-10 4 月 11 日 

訪問看護ステーショ

ンほたるいせ 

伊勢市小俣
町相合 1271
番地 1 

介護予防訪

問看護 
所在地 

伊勢市小俣町相合

1271 番地 1 

伊勢市小俣町湯田

794-10 

令和 4 年 

4 月 11 日 

 

三重県告示第 419 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2（同法第 54 条の 2 第 5 項において準用する場合を含む。）の規定により、次のとおり指定介護機関から当該事業

の廃止の届出がありました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 事業（サービス）の種類 廃止年月日 

調剤薬局アカツカ 津市羽所町 345 居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

調剤薬局アカツカ 津市羽所町 345 介護予防居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

岡村歯科医院 伊勢市浦口 2 丁目 6-20 居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

岡村歯科医院 伊勢市浦口 2 丁目 6-20 介護予防居宅療養管理指導 令和 5 年 3 月 31 日 

 

三重県告示第 420 号 

 農産物検査法（昭和 26 年法律第 144 号）第 17 条第 7 項の規定により、次のとおり地域登録検査機関の登録事

項の変更の届出がありましたので、同条第 9 項の規定により公示します。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

                             三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  登録年月日及び登録番号 

平成 16 年 8 月 9 日 第 29 号 

2  地域登録検査機関の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

神麦商事 有限会社 取締役 小川 さおり 三重県伊勢市河崎三丁目 9 番 39 号 

3  変更内容 

代表者の氏名の変更 

取締役 小川 さおり 

 

三重県告示第 421 号 

雇用経済部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 

令和 5 年 6 月 30 日 

                           三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

雇用経済部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示 

雇用経済部関係補助金等交付要綱（平成 24 年三重県告示第 250 号）の一部を次のように改正する。 

別表 1(4)の表に次のように加える。 

3 ＧＦＰグローバル

産地づくり推進事
業費補助金 

海外市場の需要に対応した

生産・加工体制を構築するた
めのＧＦＰグローバル産地
計画の策定、計画の実施体制

の構築、事業効果の検証・改
善等の取組について支援す
る。 

グローバル産地計画の策

定、生産・加工等の体制の
構築、グローバル産地計画
の事業効果の検証・改善等

に係る経費 

定額 市町、農林漁

業者・商工業
者の組織す
る団体等 

附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

 

三重県告示第 422 号 

車両制限令（昭和 36 年政令第 265 号）第 3 条第 4 項の規定に基づき、国際海上コンテナの運搬用のセミトレー
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ラ連結車（以下「国際海上コンテナ車」という。）の重量及び長さの最高限度を引き上げる道路を次のとおり指定

し、併せて、同令第 10 条第 2 項の規定に基づき、当該道路の通行方法を次のとおり定め、令和 5 年 7 月 3 日から

施行します。 

なお、車両制限令第 3 条第 4 項に定める道路の指定及び同令第 10 条第 2 項に定める通行方法（令和 3 年三重県

告示第 455 号）は、令和 5 年 7 月 2 日限り廃止します。 

令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1  指定する道路の路線名及び区間 

路 線 名 区      間 

一般国道 164 号 
四日市市千歳町字千歳 9 番 1 から 
四日市市中部 136 番 1 地先まで 

一般国道 165 号 
津市戸木町字東羽野 5462 番 12 地先から 
津市雲出本郷町字松縄 1706 番 11 地先まで 

一般国道 306 号 
鈴鹿市長澤町字柳壺 1280 番 5 地先から 

鈴鹿市山本町 13 番 5 まで 

一般国道 306 号 
三重郡菰野町潤田 1187 番 1 から 
三重郡菰野町千草 3318 番まで 

一般国道 365 号 
いなべ市大安町高柳字馬置 587 番 4 地先から 
いなべ市大安町高柳字村前 2130 番 2 地先まで 

一般国道 421 号 
いなべ市員弁町楚原字一本松 811 番 3 地先から 

いなべ市大安町石榑東字北野 1854 番 8 地先まで 

一般国道 422 号 
北牟婁郡紀北町東長島字津本 1113 番 2 から 
北牟婁郡紀北町東長島字玉 3395 番 2 まで 

一般国道 425 号 
尾鷲市倉ノ谷町 1083 番 2 から 
尾鷲市倉ノ谷町 1087 番 30 まで 

一般国道 477 号 

四日市市久保田二丁目 622 番 2 から 

（三滝川左岸側経由） 
四日市市智積町字間渡 5929 番まで 

一般国道 477 号 
四日市市高角町字西川原 2443 番 1 から 
三重郡菰野町大字吉澤字八反田 1692 番 3 まで 

一般国道 477 号 
四日市市黒田町 524 番 1 地先から 

三重郡菰野町潤田 1633 番まで 

県道四日市楠鈴鹿線 
四日市市大井の川町一丁目 1 番 1 地先から 
四日市市浜旭町 24 番 3 地先まで 

県道神戸長沢線 
鈴鹿市汲川原町字屋敷田 71 番 1 地先から 
鈴鹿市長澤町字野溝 2019 番 1 地先まで 

県道鈴鹿環状線 
鈴鹿市神戸三丁目 169 番 7 から 

鈴鹿市庄野羽山三丁目 3216 番 1 地先まで 

県道松阪第 2 環状線 
松阪市上川町 2739 番 63 地先から 
松阪市上川町 4078 番 1 地先まで 

県道上海老茂福線 
四日市市中村町字広ヶ谷 995 番 2 から 
四日市市茂福町 2046 番地先まで 

県道湾岸桑名インター線 
桑名市大字福岡町 475 番 1 地先から 

桑名市大字和泉 436 番 2 地先まで 

県道四日市菰野大安線 
いなべ市大安町石榑東字北野 1854 番 8 地先から 
いなべ市大安町門前字上ノ端 2434 番 21 地先まで 

県道桑名四日市線 
四日市市東茂福町 2047 番 1 地先から 
四日市市霞一丁目 17 番 1 地先まで 

県道南中津原畑新田線 
いなべ市員弁町市之原字中貝戸 1777 番 11 地先から 

いなべ市員弁町畑新田字留岸 32 番地先まで 

県道宮東日永線 
四日市市宮東町三丁目 26 番から 
四日市市大字馳出 1050 番 2 まで 

県道三行庄野線 
鈴鹿市庄野羽山三丁目 3216 番 1 地先から 
鈴鹿市汲川原町字郷明 336 番 1 地先まで 

県道津香良洲線 津市雲出本郷町字松縄 1704 番 1 地先から 
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津市雲出伊倉津町字下津 684 番 7 地先まで 

県道亀山関線 
亀山市太岡寺町字鳥池 567 番 1 地先から 

亀山市太岡寺町字境ノ尾 806 番 6 地先まで 

2  通行方法 

1 の道路を通行する国際海上コンテナ車は、次の通行方法によらなければならない。 

(1) 交差点における左折又は右折にあたっての誘導 

ア 第一欄の道路から第二欄に所在する交差点を左折して第三欄の道路に入るときは、他の車両等（道路交

通法（昭和 35 年法律第 105 号）第 2 条第 1 項第 17 号に規定するものをいう。）又は自転車（以下「他の車

両」という。）との衝突の危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両の誘導を行う者

又は車両を配置しておかなければならない。 

第一欄 第二欄 第三欄 

一般国道 306 号 鈴鹿市長澤町字柳壺（鈴鹿インター西交差点） 県道神戸長沢線 

一般国道 421 号 いなべ市大安町高柳（三笠橋南詰交差点） 一般国道 365 号 

一般国道 421 号 いなべ市員弁町宇野（いなべ警察署東交差点） 一般国道 421 号 

一般国道 477 号 四日市市久保田二丁目（久保田橋南詰交差点） 
一般国道 477 号（堀木橋南詰交差点
の方向の車線に限る。） 

県道宮東日永線 四日市市宮東町三丁目（宮東町三丁目交差点） 県道四日市楠鈴鹿線 

県道鈴鹿環状線 鈴鹿市庄野羽山三丁目（汲川原橋南詰交差点） 鈴鹿市道汲川原橋石丸線 

県道三行庄野線 鈴鹿市庄野羽山三丁目（汲川原橋南詰交差点） 県道鈴鹿環状線 

県道松阪第 2 環状線 松阪市上川町 2739 番 9 地先（無名交差点） 県道松阪第 2 環状線 

県道松阪第 2 環状線 松阪市上川町 2739 番 10 地先（無名交差点） 県道松阪第 2 環状線 

四日市市道垂坂平津線 四日市市大矢知町（無名交差点） 県道上海老茂福線 

イ 第一欄の道路から第二欄に所在する交差点を右折して第三欄の道路に入るときは、他の車両との衝突の

危険を生じさせないよう、当該国際海上コンテナ車及び他の車両の誘導を行う者又は車両を配置しておか

なければならない。 

第一欄 第二欄 第三欄 

一般国道 477 号 四日市市久保田二丁目（久保田橋南詰交差点） 
一般国道 477 号（久保田橋北詰交差

点の方向の車線に限る。） 

県道神戸長沢線 鈴鹿市長澤町字柳壺（鈴鹿インター西交差点） 一般国道 306 号 

県道鈴鹿環状線 鈴鹿市庄野羽山三丁目（汲川原橋南詰交差点） 県道三行庄野線 

県道松阪第 2 環状線 松阪市上川町 2739 番 9 地先（無名交差点） 県道松阪第 2 環状線 

県道松阪第 2 環状線 松阪市上川町 2739 番 10 地先（無名交差点） 県道松阪第 2 環状線 

 (2) 橋等の通行方法 

橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路（高速自動車国道を除く。）を通行する場合にあっては、

徐行するとともに、一の径間の一の車線において限度超過車両（道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 47 条

の 2 第 1 項に規定する車両をいう。）又は他の国際海上コンテナ車と連続して通行しないよう十分に注意して

通行しなければならない。 

 

 

公 告 

 

 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 40 条の 2 第 1 項の規定により、令和 4 年 10 月 1 日から令和 5

年 3 月 31 日までの三重県公営企業の業務の状況を次のとおり公表します。 

令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

水道事業 

 1  事業の概況 

   令和 4 年度下半期における水道事業の給水量は次のとおりでした。 
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北中勢水道用水供給事業（北勢系・木曽川用水系）においては、四日市市、桑名市、鈴鹿市、桑名郡木曽

岬町、三重郡朝日町及び同郡川越町に 710 万 1,890 立方メートル（年間累計 1,394 万 8,065 立方メートル）

の給水を行いました。 

   北中勢水道用水供給事業（北勢系・三重用水系）においては、四日市市、鈴鹿市及び三重郡菰野町に 607

万 8,647 立方メートル（年間累計 1,229 万 2,045 立方メートル）の給水を行いました。 

   北中勢水道用水供給事業（北勢系・長良川水系）においては、四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、桑名

郡木曽岬町、三重郡菰野町、同郡朝日町及び同郡川越町に 194 万 6,568 立方メートル（年間累計 330 万 7,057

立方メートル）の給水を行いました。 

   北中勢水道用水供給事業（中勢系・雲出川水系）においては、津市及び松阪市に 572 万 8,397 立方メート

ル（年間累計 1,238 万 376 立方メートル）の給水を行いました。 

   北中勢水道用水供給事業（中勢系・長良川水系）においては、津市及び松阪市に 631 万 9,821 立方メート

ル（年間累計 1,258 万 4,082 立方メートル）の給水を行いました。 

   南勢志摩水道用水供給事業においては、伊勢市、松阪市、鳥羽市、志摩市、多気郡多気町、同郡明和町、

同郡大台町、度会郡玉城町及び同郡度会町に 1,077 万 2,345 立方メートル（年間累計 2,121 万 7,932 立方メ

ートル）の給水を行いました。 

   水道事業全体で、令和 4 年度下半期の総給水量は 3,794 万 7,668 立方メートル（年間累計 7,572 万 9,557

立方メートル）となりました。 

 2  経理の状況 

   経理の状況は、三重県水道事業損益計算書（別表 1 及び別表 2）及び三重県水道事業貸借対照表（別表 3）

のとおりです。 

 3  予算の概要及び事業の経営方針 

  (1) 令和 5 年度予算の概要 

   ア 業務の予定量 

     給水区域 津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、鳥羽市、志摩市、桑名郡、

三重郡、多気郡、度会郡玉城町及び度会町 

     年間総給水量 76,408,541 立方メートル 

     1 日平均給水量 208,198 立方メートル 

     主要な建設改良事業 

      業務設備及び改良事業 事業費 175,095 千円 

      北勢水道改良事業 事業費 2,021,016 千円 

      中勢水道改良事業 事業費 3,153,266 千円 

      南勢水道改良事業 事業費 1,586,815 千円 

   イ 収益的収入及び支出の予定額 

       収   入 

     第 1 款  水 道 事 業 収 益 9,937,993 千円 

      第 1 項  営 業 収 益 8,942,222 千円 

      第 2 項  営 業 外 収 益 995,771 千円 

       支   出 

     第 1 款  水 道 事 業 費 用 9,903,714 千円 

      第 1 項  営 業 費 用 9,363,616 千円 

      第 2 項  営 業 外 費 用 538,098 千円 

      第 3 項  予 備 費 2,000 千円 

   ウ 資本的収入及び支出の予定額 

       収   入 

     第 1 款  資 本 的 収 入 1,104,836 千円 

      第 1 項  補 助 金 557,330 千円 

      第 2 項  出 資 金 397,506 千円 

      第 3 項  長 期 貸 付 金 償 還 金 150,000 千円 

       支   出 

     第 1 款  資 本 的 支 出 8,680,856 千円 
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      第 1 項  建 設 改 良 費 6,994,830 千円 

      第 2 項  償 還 金  1,686,026 千円 

  (2) 令和 5 年度事業の経営方針 

    大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化をより一層進めます。また、将

来にわたり水道用水を安定して供給できるよう、老朽化対策など施設機能の維持・向上に取り組み、強靱

な水道の構築をめざします。 
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別表 1 

 

三重県水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 10 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

      

営 業 費 用  4,298,969,719 営 業 収 益  4,054,770,519 

 原 水 及 び 浄 水 費 1,199,953,140  給 水 収 益 4,052,341,212 

 配 水 費 366,497,402  そ の 他 営 業 収 益 2,429,307 

 業 務 費 199,039,463    

 総 係 費 176,827,236    

 減 価 償 却 費 2,247,924,070    

 資 産 減 耗 費 108,728,408    

      

      

営 業 外 費 用  138,222,855 営 業 外 収 益  480,383,226 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 

 

115,564,997  受 取 利 息 228,168 

 受 託 工 事 費 12,012,099  他 会 計 補 助 金 41,021,000 

 雑 支 出 10,645,759  受 託 工 事 収 益 12,012,099 

    長 期 前 受 金 戻 入 426,168,849 

    雑 収 益 953,110 

  

  
当 期 純 利 益 97,961,171 

合 計 4,535,153,745 合 計 4,535,153,745 
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別表 2 

 

三重県水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

      

営 業 費 用  8,661,514,064 営 業 収 益  8,103,086,359 

 原 水 及 び 浄 水 費 2,443,462,360  給 水 収 益 8,098,217,043 

 配 水 費 677,944,848  そ の 他 営 業 収 益 4,869,316 

 業 務 費 382,977,112    

 総 係 費 357,801,830    

 減 価 償 却 費 4,478,062,570    

 資 産 減 耗 費 321,265,344    

      

      

営 業 外 費 用  266,711,436 営 業 外 収 益  896,249,528 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 

 

244,053,578  受 取 利 息 378,897 

 受 託 工 事 費 12,012,099  他 会 計 補 助 金 41,021,000 

 雑 支 出 10,645,759  受 託 工 事 収 益 12,012,099 

    長 期 前 受 金 戻 入 840,781,349 

    雑 収 益 2,056,183 

  

  
当 期 純 利 益 71,110,387 

合 計 8,999,335,887 合 計 8,999,335,887 
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別表 3 

 

三重県水道事業貸借対照表 

 

令和 5 年 3 月 31 日 

 

（単位：円） 

資 産 負 債 資 本 

科 目 金 額 科 目 金 額 

固 定 資 産  116,856,643,757 固 定 負 債  12,224,789,263 

 有 形 固 定 資 産 80,471,742,442  企 業 債 7,475,441,796 

 無 形 固 定 資 産 36,084,901,315  引 当 金 4,749,347,467 

 投 資 そ の 他 の 資 産 300,000,000 流 動 負 債  2,828,539,525 

流 動 資 産 12,201,316,789  企 業 債 1,663,480,018 

 現 金 預 金 10,927,680,714  未 払 金 1,050,759,171 

 未 収 金 1,104,863,368  引 当 金 62,898,231 

 貯 蔵 品 153,594,421  そ の 他 流 動 負 債 51,402,105 

 前 払 金 178,286 繰  延  収  益 21,397,266,266 

 そ の 他 流 動 資 産 15,000,000 負 債 合 計 36,450,595,054 

   資 本 金  91,272,184,994 

   剰 余 金  1,335,180,498 

    資 本 剰 余 金 869,153,060 

    利 益 剰 余 金 466,027,438 

    
（うち当期純利益） 

 

（71,110,387） 

 

  資 本 合 計 92,607,365,492 

資 産 合 計 129,057,960,546 負 債 資 本 合 計 129,057,960,546 

（注）有形固定資産の減価償却累計額        75,720,726,417 円 

繰延収益の収益化累計額           19,084,656,022 円 
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工業用水道事業 

 1  事業の概況 

   令和 4 年度下半期において、北伊勢工業用水道事業は北中勢地区の工場に 9,518 万 1,777 立方メートル（年

間累計 1 億 9,527 万 7,315 立方メートル）を、松阪工業用水道事業は松阪市内の工場に 617 万 3,971 立方メ

ートル（年間累計 1,254 万 2,069 立方メートル）を、また、中伊勢工業用水道事業は津市内の工場に 256 万

3,645 立方メートル（年間累計 517 万 6,521 立方メートル）をそれぞれ給水し、工業用水道事業全体で総給

水量は 1 億 391 万 9,393 立方メートル（年間累計 2 億 1,299 万 5,905 立方メートル）となりました。 

 2  経理の状況 

   経理の状況は、三重県工業用水道事業損益計算書（別表 1 及び別表 2）及び三重県工業用水道事業貸借対

照表（別表 3）のとおりです。 

 3  予算の概要及び事業の経営方針 

  (1) 令和 5 年度予算の概要 

   ア 業務の予定量 

     給水会社数 92 社 

     年間総給水量 213,330,540 立方メートル 

     1 日平均給水量 582,870 立方メートル 

     主要な建設改良事業 

      業務設備及び改良事業 事業費 264,907 千円 

      北伊勢工業用水道改良事業 事業費 3,241,026 千円 

      中伊勢工業用水道改良事業 事業費 114,186 千円 

      松阪工業用水道改良事業 事業費 681,096 千円 

   イ 収益的収入及び支出の予定額 

       収   入 

     第 1 款 工業用水道事業収益 6,346,950 千円 

      第 1 項 営 業 収 益 5,973,884 千円 

      第 2 項 営 業 外 収 益 373,066 千円 

       支   出 

     第 1 款 工業用水道事業費用 6,564,767 千円 

      第 1 項 営 業 費 用 6,278,441 千円 

      第 2 項 営 業 外 費 用 284,326 千円 

            第 3 項 予 備 費 2,000 千円 

   ウ 資本的収入及び支出の予定額 

       収   入 

     第 1 款 資 本 的 収 入 2,852,142 千円 

            第 1 項 企 業 債 2,333,000 千円 

            第 2 項 補 助 金 165,200 千円 

      第 3 項 出 資 金 319,558 千円 

      第 4 項 負 担 金 34,155 千円 

      第 5 項 固 定 資 産 売 却 代 金                         229 千円 

       支   出 

     第 1 款 資 本 的 支 出 5,766,310 千円 

      第 1 項 建 設 改 良 費 4,500,773 千円 

      第 2 項 償 還 金 1,165,537 千円 

      第 3 項 投 資 100,000 千円 

  (2) 令和 5 年度事業の経営方針 

    大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化をより一層進めます。また、将

来にわたり工業用水を安定して供給できるよう、老朽化対策など施設機能の維持・向上に取り組み、強靱

な工業用水道の構築をめざします。 
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別表 1 

 

三重県工業用水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 10 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  
 

2,719,588,472 

  
 

2,722,361,338 営 業 費 用  営 業 収 益  

 原 水 及 び 浄 水 費 819,330,740  給 水 収 益 2,586,748,687 

 配 水 費 137,382,317  そ の 他 営 業 収 益 135,612,651 

 業 務 費 179,710,461    

 総 係 費 159,367,523    

 減 価 償 却 費 1,351,325,560    

 資 産 減 耗 費 72,471,871    

      

      

営 業 外 費 用  95,237,314 営 業 外 収 益  195,298,666 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
81,062,529  受 取 利 息 96,684 

 受 託 工 事 費 13,592,800  他 会 計 補 助 金 2,894,000 

 雑 支 出 581,985  受 託 工 事 収 益 13,592,800 

    長 期 前 受 金 戻 入  178,027,023 

    雑   収   益  688,159 

当 期 純 利 益 102,834,218   

合 計 2,917,660,004 合 計 2,917,660,004 
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別表 2 

 

三重県工業用水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  
 

5,528,652,575 

  
 

5,431,073,620 営 業 費 用  営 業 収 益  

 原 水 及 び 浄 水 費 1,740,139,477  給 水 収 益 5,199,540,887 

 配 水 費 262,291,411  そ の 他 営 業 収 益 231,532,733 

 業 務 費 353,612,703    

 総 係 費 322,547,153    

 減 価 償 却 費 2,703,488,560    

 資 産 減 耗 費 146,573,271    

      

      

営 業 外 費 用  181,597,662 営 業 外 収 益  369,579,479 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
167,422,877  受 取 利 息 201,536 

 受 託 工 事 費 13,592,800  他 会 計 補 助 金 2,894,000 

 雑 支 出 581,985  受 託 工 事 収 益 13,592,800 

    長 期 前 受 金 戻 入  348,591,023 

    雑   収   益  4,300,120 

当 期 純 利 益 90,402,862   

合 計 5,800,653,099 合 計 5,800,653,099 
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別表 3 

 

三重県工業用水道事業貸借対照表 

 

令和 5 年 3 月 31 日 

 

（単位：円） 

資 産 負 債 資 本 

科 目 金 額 科 目 金 額 

固 定 資 産  113,662,868,675 固 定 負 債  24,879,578,100 

 有 形 固 定 資 産 110,053,533,749  企 業 債 19,093,479,312 

 無 形 固 定 資 産 3,609,334,926  引 当 金 5,786,098,788 

流 動 資 産  7,773,534,077 流 動 負 債  1,602,623,255 

 現 金 預 金 6,727,742,171  企 業 債 1,147,224,481 

 未 収 金 910,103,005  未 払 金 378,368,168 

 貯 蔵 品 120,609,333  引 当 金 45,723,846 

 前 払 金 79,568  そ の 他 流 動 負 債 31,306,760 

 そ の 他 流 動 資 産 15,000,000 繰 延 収 益  16,547,902,202 

   負 債 合 計 43,030,103,557 

   資 本 金  76,697,824,535 

   剰 余 金  1,708,474,660 

    資 本 剰 余 金 1,228,731,518 

    利 益 剰 余 金 479,743,142 

    （ う ち 当 期 純 利 益 ） (90,402,862)  

      

  資 本 合 計 78,406,299,195 

資 産 合 計 121,436,402,752 負 債 資 本 合 計 121,436,402,752 

（注）有形固定資産の減価償却累計額      70,102,764,707 円 

  繰延収益の収益化累計額        18,247,621,022 円 
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電気事業 

 1  事業の概況 

   ＲＤＦ焼却・発電施設撤去工事が令和 5 年 3 月 10 日に完了し、これまで電気事業で実施してきた全ての事

業が終了したことから、令和 5 年 3 月 31 日をもって電気事業を廃止しました。 

 2  経理の状況 

   経理の状況は、三重県電気事業損益計算書（別表 1 及び別表 2）及び三重県電気事業貸借対照表（別表 3）

のとおりです。 
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別表 1 

 

三重県電気事業損益計算書 

 

令和 4 年 10 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  
 

657,443,832 

  
 

0 営 業 費 用  営 業 収 益  

 一 般 管 理 費 657,443,832     

      

      

営 業 外 費 用  78,535,165 営 業 外 収 益  8,134,311 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
149  受 取 利 息 9,972 

 雑    支    出 78,535,016  他 会 計 補 助 金 665,000 

    雑     収     益 7,459,339 

    

  当 期 純 損 失 727,844,686 

合 計 735,978,997 合 計 735,978,997 
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別表 2 

 

三重県電気事業損益計算書 

 

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  
 

1,186,363,292 

  
 

0 営 業 費 用  営 業 収 益  

 一 般 管 理 費 1,186,363,292    

      

      

営 業 外 費 用  78,535,165 営 業 外 収 益  8,159,383 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
149  受 取 利 息 30,134 

 雑 支 出 78,535,016  他 会 計 補 助 金 665,000 

   雑    収    益 7,464,249 

      

  当  期  純  損  失  1,256,739,074 

合 計 1,264,898,457 合 計 1,264,898,457 
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別表 3 

 

三重県電気事業貸借対照表 

 

令和 5 年 3 月 31 日 

 

（単位：円） 

資 産 負 債 資 本 

科 目 金 額 科 目 金 額 

固 定 資 産 360,000,000 固 定 負 債 0 

 事 業 外 固 定 資 産 360,000,000 流 動 負 債 159,234 

流 動 資 産 398,806,790  未 払 金 159,234 

 現     金     預    金 378,564,949 負 債 合 計 159,234 

 未 収 金 20,241,841 資 本 金 3,810,883,099 

   剰 余 金 △3,052,235,543 

    欠 損 金 3,052,235,543 

    
（う ち当 期純 損失 ）  (1,256,739,074) 

  資 本 合 計 758,647,556 

資 産 合 計 758,806,790 負 債 資 本 合 計 758,806,790 
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 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 40 条の 2 第 1 項の規定により、令和 4 年 10 月 1 日から令和 5

年 3 月 31 日までの三重県流域下水道事業の業務の状況を次のとおり公表します。 

令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

 1  事業の概況 

   令和 4 年度下半期における流域下水道事業の処理水量は次のとおりでした。 

北勢沿岸流域下水道（北部処理区）においては、四日市市、桑名市、いなべ市、員弁郡東員町、三重郡菰

野町、同郡朝日町及び同郡川越町からの汚水 1,689 万 7,609 立方メートル（年間累計 3,672 万 8,833 立方メ

ートル）を処理しました。 

   北勢沿岸流域下水道（南部処理区）においては、四日市市、鈴鹿市及び亀山市からの汚水 850 万 434 立方

メートル（年間累計 1,743 万 3,096 立方メートル）を処理しました。 

   中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）においては、津市からの汚水 108 万 8,696 立方メートル（年間累

計 219 万 652 立方メートル）を処理しました。 

   中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処理区）においては、津市からの汚水 439 万 2,821 立方メートル（年間

累計 923 万 2,019 立方メートル）を処理しました。 

   中勢沿岸流域下水道（松阪処理区）においては、津市、松阪市及び多気郡多気町からの汚水 522 万 8,889

立方メートル（年間累計 1,088 万 8,600 立方メートル）を処理しました。 

   宮川流域下水道（宮川処理区）においては、伊勢市、多気郡明和町及び度会郡玉城町からの汚水 367 万 3,400

立方メートル（年間累計 751 万 4,976 立方メートル）を処理しました。 

     流域下水道事業全体で、令和 4 年度下半期の総処理水量は 3,978 万 1,849 立方メートル（年間累計 8,398

万 8,176 立方メートル）となりました。 

 2  経理の状況 

   経理の状況は、三重県流域下水道事業損益計算書（別表 1 及び別表 2）及び三重県流域下水道事業貸借対

照表（別表 3）のとおりです。 

 3  予算の概要及び事業の経営方針 

  (1) 令和 5 年度予算の概要 

   ア 業務の予定量 

     流域関連市町 津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、いなべ市、員弁郡、三

重郡、多気郡多気町及び明和町、度会郡玉城町 

     年間総処理水量 89,110,000 立方メートル 

     1 日平均処理水量 244,137 立方メートル 

     主要な建設改良事業 

      国補北勢沿岸流域下水道（北部）建設事業     事業費 408,545 千円 

      国補北勢沿岸流域下水道（南部）建設事業     事業費 3,986,058 千円 

国補中勢沿岸流域下水道（志登茂川）建設事業   事業費 527,625 千円 

国補中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸）建設事業  事業費 707,860 千円 

国補中勢沿岸流域下水道（松阪）建設事業     事業費 968,310 千円 

国補宮川流域下水道（宮川）建設事業       事業費 2,008,020 千円 

   イ 収益的収入及び支出の予定額 

       収   入 

     第 1 款  流域下水道事業収益 14,120,626 千円 

      第 1 項  営 業 収 益 6,662,710 千円 

      第 2 項  営 業 外 収 益 7,457,916 千円 

       支   出 

     第 1 款  流域下水道事業費用 14,100,486 千円 

      第 1 項  営 業 費 用 13,464,705 千円 

      第 2 項  営 業 外 費 用 635,281 千円 

第 3 項  予 備 費 500 千円 

   ウ 資本的収入及び支出の予定額 

令和5年6月30日 三　重　県　公　報 第　426　号

21



       収   入 

     第 1 款  資 本 的 収 入 11,095,881 千円 

            第 1 項  企 業 債 2,216,700 千円 

            第 2 項  補 助 金 7,010,075 千円 

第 3 項  負 担 金 1,869,106 千円 

       支   出 

     第 1 款  資 本 的 支 出 11,775,519 千円 

      第 1 項  建 設 改 良 費 8,749,601 千円 

      第 2 項  償 還 金  3,025,918 千円 

  (2) 令和 5 年度事業の経営方針 

    流域下水道施設の整備を推進し、老朽化対策・耐震対策を進めるとともに、下水道経営の将来の持続可

能性を確保するため、流域下水道施設の適正な維持管理につとめ、健全な事業経営に取り組みます。 
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別表 1 

 

三重県流域下水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 10 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

      

営 業 費 用  6,054,554,516 営 業 収 益  3,494,156,099 

 管 渠 費 34,269,320  維持管理負担金収益 3,487,033,280 

 ポ ン プ 場 費 56,359,802  そ の 他 営 業 収 益 7,122,819 

 処 理 場 費 2,094,420,729    

 総 係 費 83,578,785    

 減 価 償 却 費 3,764,510,892    

 

 

 

資 産 減 耗 費 10,841,378    

 

 
そ の 他 営 業 費 用 10,573,610    

      

営 業 外 費 用  324,230,670 営 業 外 収 益  3,791,158,116 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 

 

264,591,504  他 会 計 補 助 金 304,139,000 

 雑 支 出 59,639,166  長 期 前 受 金 戻 入 3,427,501,419 

    雑 収 益 59,517,697 

特 別 損 失 125,678,370   

 そ の 他 特 別 損 失 125,678,370    

  

  
当 期 純 利 益 780,850,659 

合 計 7,285,314,215 合 計 7,285,314,215 

 

令和5年6月30日 三　重　県　公　報 第　426　号

23



別表 2 

 

三重県流域下水道事業損益計算書 

 

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

（単位：円） 

費 用 収 益 

科 目 金 額 科 目 金 額 

      

営 業 費 用  12,226,500,835 営 業 収 益  5,484,780,165 

 管 渠 費 35,123,840  維持管理負担金収益 5,477,657,346 

 ポ ン プ 場 費 113,953,802  そ の 他 営 業 収 益 7,122,819 

 処 理 場 費 4,376,696,523    

 総 係 費 145,490,307    

 減 価 償 却 費 7,504,538,392    

 

 

 

資 産 減 耗 費 40,093,378    

 

 
そ の 他 営 業 費 用 10,604,593    

      

営 業 外 費 用  602,425,458 営 業 外 収 益  7,578,954,830 

 
支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 

 

542,786,292  受取利息及び配当金 140 

 雑 支 出 59,639,166  他 会 計 補 助 金 604,139,000 

    長 期 前 受 金 戻 入 6,914,862,919 

    雑 収 益 59,952,771 

特 別 損 失 125,678,370   

 そ の 他 特 別 損 失 125,678,370    

  

  
当 期 純 利 益 109,130,332 

合 計 13,063,734,995 合 計 13,063,734,995 
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別表 3 

 

三重県流域下水道事業貸借対照表 

 

令和 5 年 3 月 31 日 

 

（単位：円） 

資 産 負 債 資 本 

科 目 金 額 科 目 金 額 

固 定 資 産  231,872,966,004 固 定 負 債  35,864,029,642 

 有 形 固 定 資 産 231,857,571,051  企 業 債 35,864,029,642 

 無 形 固 定 資 産 15,394,953 流 動 負 債 6,180,321,069 

流 動 資 産 4,346,979,352  企 業 債 3,013,914,918 

 現 金 預 金 3,171,250,644  未 払 金 2,873,802,902 

 未 収 金 1,168,719,556  引 当 金 9,624,000 

 前 払 費 用 5,418  維持管理負担金繰越金 266,031,093 

 そ の 他 流 動 資 産 7,003,734  そ の 他 流 動 負 債 16,948,156 

   繰  延  収  益 164,198,287,804 

   負 債 合 計 206,242,638,515 

   資 本 金  9,694,471,480 

   剰 余 金  20,282,835,361 

    資 本 剰 余 金 19,673,832,076 

    利 益 剰 余 金 609,003,285 

    
（うち当期純利益） 

 

（109,130,332） 

 

  資 本 合 計 29,977,306,841 

資 産 合 計 236,219,945,356 負 債 資 本 合 計 236,219,945,356 

（注）有形固定資産の減価償却累計額         22,929,269,452 円 

繰延収益の収益化累計額            21,083,035,216 円 
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土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 30 条第 2 項の規定により、宮川右岸御薗土地改良区（伊勢市御薗町

長屋 1221 番地）の定款の変更を認可しました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 68 条第 4 項において準用する同法第 18 条第 17 項の規定により、次

の土地改良区から清算人の就任の届出がありました。 

  令和 5 年 6 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

清算法人四日市南部土地改良区（四日市市山田町 2112 番地 3） 

就任清算人 

四日市市山田町 1260 番地 矢 田 一 生 

 〃 〃 2400 番地 1 矢 田 昌 之 

 〃 〃 2203 番地 1 伊 藤 弘 人 

 〃 〃 2286 番地 竹 内 孝 憲 

 〃 〃 2028 番地 竹 内 正 則 

 〃 〃 4405 番地 3 伊 藤 忠 夫 

 〃 〃 2911 番地 3 森   美 朝 

 〃   小林町 3026 番地 26 石 原 雄 治 

 〃 〃 3018 番地 8 村 上 久 夫 

  

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定により、次の公共測量を

実施する旨、三重県知事から通知がありました。 

    令和 5 年 6 月 30 日 

  三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（農地の確定測量） 

2   作業期間 

    令和 5 年 6 月 9 日から令和 6 年 3 月 31 日まで 

3   作業地域 

多気郡大台町栗谷及び同町天ケ瀬 
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